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新
年
あ
け
ま
し
て
お
め
で
と
う
ご
ざ
い
ま
す
。

　
会
員
の
皆
様
に
は
、
穏
や
か
な
新
春
を
お
迎
え

の
こ
と
と
お
慶
び
申
し
上
げ
ま
す
。

　
日
頃
は
、
当
会
の
事
業
運
営
に
ご
協
力
、
ご
支

援
い
た
だ
き
、
厚
く
お
礼
申
し
上
げ
ま
す
。

新
年
に
あ
た
り
一
言
ご
挨
拶
申
し
上
げ
ま
す
。

　
東
日
本
大
震
災
か
ら
４
年
が
過
ぎ
よ
う
と
し
て

い
ま
す
が
、
被
災
地
の
状
況
を
み
ま
す
と
、
被
災

規
模
の
大
き
さ
に
加
え
、
資
材
価
格
の
高
騰
や
人

手
不
足
等
に
よ
り
、
復
旧・復
興
の
進
捗
も
遅
れ
、

未
だ
道
半
ば
と
な
っ
て
お
り
ま
す
。
政
府
は
、
い

わ
ゆ
る
「
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
」
に
よ
り
「
①
大
胆
な

金
融
緩
和
政
策　
②
公
共
事
業
中
心
の
財
政
政
策

　
③
規
制
緩
和
に
よ
る
成
長
戦
略
」
の
三
本
の
矢

の
施
策
に
積
極
的
に
取
り
組
み
「
デ
フ
レ
か
ら
の

脱
却
」
と
「
富
の
拡
大
」
を
目
指
し
経
済
活
動
の

好
循
環
を
推
し
進
め
て
お
り
ま
す
が
、
昨
年
４
月

の
消
費
税
の
増
税
（
５
％
→
８
％
）
後
の
消
費
の

落
ち
込
み
が
想
定
以
上
に
大
き
く
、
ま
た
、
為
替

相
場
の
急
激
な
変
動
（
円
安
）
等
に
よ
る
輸
入
の

物
価
上
昇
も
有
っ
て
、
業
績
好
調
な
輸
出
関
連
の

大
企
業
か
ら
、
内
需
中
心
の
国
内
中
小
企
業
の
業

績
へ
の
プ
ラ
ス
の
波
及
効
果
が
表
れ
て
い
な
い
の

が
現
状
で
す
。
そ
の
よ
う
な
最
中
に
あ
っ
て
、
昨

年
は
、
年
末
に
衆
議
院
選
挙
が
実
施
さ
れ
予
想
通

り
与
党
が
大
勝
し
た
こ
と
か
ら
、
前
記
の
よ
う
な

経
済
政
策
の
一
層
の
推
進
が
見
込
ま
れ
、
今
後
の

景
気
回
復
に
期
待
す
る
と
こ
ろ
大
で
あ
り
ま
す
。

　
さ
て
、
当
会
は
、
昨
年
４
月
１
日
よ
り
公
益
社

団
法
人
と
し
て
新
た
な
ス
タ
ー
ト
を
切
り
ま
し

た
。
こ
れ
よ
り
、
従
来
の
会
員
を
対
象
と
し
た
活

動
か
ら
、
会
員
以
外
の
法
人
等
に
も
門
戸
を
開
き

よ
り
広
範
囲
な
活
動
す
る
責
務
が
課
せ
ら
れ
る
こ

と
と
な
り
、
各
種
講
習
会
や
広
報
等
活
動
の
範
囲

を
拡
大
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
す
。

　
当
会
に
お
け
る
今
年
の
活
動
は
「
①
税
に
関
す

る
知
識
の
普
及
・
納
税
意
識
の
高
揚
、
税
制
等
調

査
活
動
の
実
施　
②
企
業
経
営
の
安
定
化
の
た
め

の
セ
ミ
ナ
ー
等
の
開
催　
③
社
会
貢
献
活
動
の
展

開
」
の
３
本
柱
を
中
心
に
、
社
団
法
人
化
以
降
30

余
年
に
わ
た
り
活
動
し
て
き
た
経
験
と
実
績
を
さ

ら
に
ブ
ラ
ッ
シ
ュ
ア
ッ
プ
し
取
り
組
む
こ
と
と
し

ま
す
。

　
税
に
関
す
る
活
動
に
お
け
る
税
知
識
の
普
及
・

納
税
意
識
の
高
揚
策
と
し
て
は
、
小
学
生
を
対
象

と
し
た
租
税
教
室
、
法
人
を
対
象
と
し
た
税
制

改
正
セ
ミ
ナ
ー
、
各
支
部
と
の
連
携
に
よ
る
税
の

広
報
活
動
等
を
積
極
的
に
推
し
進
め
て
ま
い
り
ま

す
。
税
制
等
に
関
す
る
調
査
研
究
と
し
て
は
、
平

成
28
年
度
に
向
け
て
、
税
に
関
す
る
提
言
活
動
を

積
極
的
に
推
し
進
め
て
ま
い
り
ま
す
。

　
企
業
経
営
の
安
定
化
の
た
め
の
セ
ミ
ナ
ー
に
お

い
て
は
、
来
年
１
月
運
用
開
始
予
定
の
「
マ
イ
ナ

ン
バ
ー
」
制
度
の
理
解
と
円
滑
な
運
用
に
向
け
た

講
習
会
の
実
施
、
中
小
企
業
向
け
の
経
営
セ
ミ

ナ
ー
等
の
開
催
を
積
極
的
に
推
し
進
め
て
ま
い
り

ま
す
。

　
社
会
貢
献
活
動
に
お
い
て
は
、
健
全
な
青
少
年

育
成
を
図
る
た
め
「
わ
ん
ぱ
く
相
撲
大
会
」
へ
の

支
援
、
介
護
施
設
支
援
と
し
て
の
物
資
寄
贈
、
節

電
運
動
と
し
て
の
「
い
ち
ご
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（
使

用
電
力
15
％
削
減
）」
に
よ
る
広
報
活
動
、
世
界

の
子
供
た
ち
へ
ワ
ク
チ
ン
を
提
供
す
る
た
め
の

「
エ
コ
キ
ャ
ッ
プ
回
収
」
等
を
引
き
続
き
積
極
的

に
推
し
進
め
て
ま
い
り
ま
す
。

　
そ
の
ほ
か
の
活
動
と
し
て
、
会
員
及
び
会
員
の

従
業
員
・
家
族
を
対
象
に
、
経
営
リ
ス
ク
低
減
に

向
け
た
各
種
保
険
商
品
の
案
内
、
健
康
管
理
の
サ

ポ
ー
ト
と
し
て
の
健
康
診
断
の
充
実
等
を
推
し
進

め
て
ま
い
り
ま
す
。

　
法
人
会
は
、
全
国
82
万
企
業
の
会
員
が
、
全
国

４
４
１
の
法
人
会
組
織
に
拠
っ
て
一
貫
し
て
地
域

に
密
着
し
た
活
動
を
展
開
し
て
い
ま
す
。
当
会
に

お
い
て
も
、
全
国
の
法
人
会
と
と
も
に
社
会
へ
の

貢
献
に
一
層
の
努
力
を
し
て
参
り
ま
す
の
で
よ
ろ

し
く
ご
協
力
方
お
願
い
申
し
あ
げ
ま
す
。

　
最
後
に
な
り
ま
し
た
が
、
法
人
会
の
課
題
の
一

つ
に
会
員
増
強
が
あ
り
ま
す
。
近
年
、
会
員
の
減

少
傾
向
が
鈍
化
し
た
も
の
の
、
依
然
会
員
は
減
少

傾
向
に
あ
り
ま
す
。
公
益
社
団
法
人
移
行
後
に
お

け
る
活
動
を
充
実
し
た
も
の
と
す
る
た
め
に
は
、

会
員
収
入
等
財
政
基
盤
の
確
立
が
喫
緊
の
重
要
な

課
題
で
あ
り
、
今
後
と
も
広
く
法
人
会
活
動
を
世

間
に
ア
ピ
ー
ル
し
、会
員
減
少
に
歯
止
め
を
か
け
、

会
員
増
強
に
繋
げ
て
ま
い
り
た
い
と
考
え
て
お
り

ま
す
。
つ
き
ま
し
て
は
、
会
員
の
皆
様
に
は
、
当

会
の
事
業
運
営
に
積
極
的
に
参
画
さ
れ
る
と
と
も

に
、
お
知
り
合
い
の
非
会
員
の
方
々
に
、
法
人
会

へ
の
加
入
勧
奨
を
あ
ら
ゆ
る
機
会
を
通
し
て
積
極

的
に
実
施
し
て
い
た
だ
く
よ
う
に
お
願
い
申
し
上

げ
ま
す
。

　

本
年
は
羊
（
未
）
年
で
す
。
羊
の
年
は
、「
春

の
陽
の
気
が
大
い
に
伸
長
発
展
し
て
、
萬
草
木
を

茂
ら
せ
、
滋
味
が
加
わ
る
」
と
言
わ
れ
て
お
り
ま

す
。
被
災
地
の
早
期
復
旧
・
復
興
と
、
会
員
の
皆

様
の
ご
健
勝
及
び
ご
発
展
を
ご
祈
念
申
し
上
げ
年

頭
の
ご
挨
拶
と
い
た
し
ま
す
。

　
平
成
26
年
度
に
お
け
る
大
河
原

税
務
署
長
表
彰
式
は
11
月
11
日
に

大
河
原
町
「
ラ
ラ
・
さ
く
ら
」
に

お
い
て
、
東
北
六
県
法
人
連
合
会

会
長
表
彰
は
11
月
5
日
仙
台
市

「
江
陽
グ
ラ
ン
ド
ホ
テ
ル
」
に
お

い
て
そ
れ
ぞ
れ
挙
行
さ
れ
、
当
法

人
会
か
ら
は
次
の
四
氏
が
表
彰
さ

れ
ま
し
た
。

　
受
賞
さ
れ
た
方
々
は
申
告
納
税

制
度
の
普
及
発
展
と
、
永
年
に
わ

た
る
法
人
会
活
動
の
功
績
が
評
価

さ
れ
た
も
の
で
す
。（
肩
書
は
現

役
職
・
敬
称
略
）

◇
大
河
原
税
務
署
長
表
彰

　
　
副
会
長　
庄　
司　
清　
一

　
　
副
会
長　
永　
井　
政　
雄

◇
東
北
六
県
法
人
会
連
合
会
会
長
表
彰

　
　
副
会
長　
春
日
部　
泰　
昭

　
　
副
会
長　
佐　
藤　
義　
信

会
長

　
渡
邊
　
大
助（
白　
石
）

　
　
仙
南
信
用
金
庫

副
会
長

　
村
上
　
睦
夫（
白　
石
）

　
　
㈱
朝
文
堂

　
庄
司
　
清
一（
角　
田
）

　
　
㈲
角
田
防
災

　
大
沼
　
毅
彦（
柴　
田
）

　
　
㈱
サ
カ
モ
ト

　
齋
　
　
清
志（
大
河
原
）

　
　
㈱
サ
イ
薬
局

　
佐
藤
　
義
信（
蔵　
王
）

　
　
丸
山
㈱

　
春
日
部
泰
昭（
丸　
森
）

　
　
㈱
春
日
部
組

　
鈴
木
　
正
司（
川　
崎
）

　
　
㈲
鈴
木
設
備
工
業
所

　
大
沼
　
克
巳（
村　
田
）

　
　
オ
オ
ヌ
マ
㈱

　
永
井
　
政
雄（
七
ヶ
宿
）

　
　
新
誠
木
材
㈱

会
長
　
渡
　
邊
　
大
　
助

（
仙
南
信
用
金
庫
理
事
長
）

新
年
の
ご
挨
拶　

昨
年
５
月
に
「
行
政
手
続
に
お

け
る
特
定
の
個
人
を
識
別
す
る
た

め
の
番
号
の
利
用
等
に
関
す
る
法

律
（
通
称
：
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
法
）」

が
公
布
さ
れ
、
来
年
10
月
に
は
国

民
１
人
に
１
つ
の
番
号
（
こ
れ
を

個
人
番
号
と
い
い
ま
す
）
が
付
与

さ
れ
ま
す
。

　
本
稿
で
は
、
平
成
27
年
10
月
以

降
、
大
き
く
変
わ
り
そ
う
な
社
会

保
険
・
税
の
会
社
事
務
に
つ
い
て

概
説
し
ま
す
。

●
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
と
は
何
か

　
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
は
、
簡
単

に
い
う
と
ど
う
い
う
も
の
な
の
で

し
ょ
う
か
。

　

内
閣
官
房
の
資
料
に
よ
る
と
、

「
番
号
制
度
は
、
複
数
の
機
関
に

存
在
す
る
個
人
の
情
報
を
同
一
人

の
情
報
で
あ
る
と
い
う
こ
と
の
確

認
を
行
う
た
め
の
基
盤
で
あ
り
、

社
会
保
障
・
税
制
度
の
効
率
性
・

透
明
性
を
高
め
、
国
民
に
と
っ
て

つ
よ
う
に
な
る
の
で
す
。

　
な
お
、
法
人
に
対
し
て
は
国
、

地
方
自
治
体
、
登
記
し
て
い
る
法

人
、
法
令
に
基
づ
き
設
置
さ
れ
て

い
る
登
記
の
な
い
法
人
、
納
税
義

務
や
源
泉
徴
収
義
務
、
法
定
調
書

の
提
出
義
務
が
あ
る
人
格
の
な
い

社
団
な
ど
に
国
税
庁
長
官
が
付
番

し
て
行
き
ま
す
。

●
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
法
が
め
ざ
す
も
の

　
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
を
政
府
が

国
民
を
監
視
す
る
た
め
の
ツ
ー
ル

と
誤
解
し
て
い
る
向
き
も
あ
り
ま

す
が
、
実
際
の
と
こ
ろ
法
律
を
呼

ん
で
み
る
と
、
そ
う
で
は
な
い
こ

と
が
分
か
り
ま
す
。

　
ど
ち
ら
か
と
い
う
と
、
社
会
保

険
の
給
付
を
適
切
に
行
い
た
い
、

そ
の
た
め
に
所
得
等
を
正
確
に
把

握
し
た
い
、
と
い
う
趣
旨
に
な
っ

て
い
ま
す
。

　
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
法
に
よ
っ
て
実

現
し
た
い
こ
と
は
、
次
の
よ
う
な

利
便
性
の
高
い
公
平
・
公
正
な
社

会
を
実
現
す
る
た
め
の
社
会
基
盤

（
イ
ン
フ
ラ
）
で
あ
る
」
と
記
載

さ
れ
て
い
ま
す
。

　
今
後
、
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
は

水
道
や
電
力
、
道
路
な
ど
の
よ
う

に
、国
民
生
活
に
描
か
せ
な
い「
イ

ン
フ
ラ
＝
基
盤
」
に
な
っ
て
い
く

の
で
す
。

●
誰
が
対
象
と
な
る
の
か

　
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
の
対
象
は
、
個

人
と
法
人
で
す
。

　
報
道
等
で
は
個
人
番
号
に
注
目

が
集
ま
っ
て
い
ま
す
が
、
法
人
に

も
番
号
は
付
番
さ
れ
ま
す
。

　
個
人
番
号
は
、
住
民
票
コ
ー
ド

の
付
番
履
歴
の
あ
る
日
本
国
民
及

び
中
長
期
在
留
者
、
特
別
永
住
者
、

一
時
庇
護
者
及
び
仮
滞
在
許
可
者
、

経
過
滞
在
者
に
対
し
て
市
区
町
村

が
付
番
し
ま
す
。

　
新
生
児
か
ら
お
年
寄
り
、
外
国

人
に
至
る
ま
で
自
分
の
番
号
を
も

も
の
で
す
。

①
　
よ
り
き
め
細
や
か
な
社
会
保

　
障
給
付
の
実
現

　

例
）
総
合
合
算
制
度
（
仮
称
）

の
導
入
、
高
額
医
療
制
度
・
高
額

介
護
合
算
制
度
の
現
物
給
付
化

（
費
用
立
替
を
な
く
す
）、
給
付
過

誤
や
給
付
モ
レ
、
二
重
給
付
の
防

止
が
で
き
る
。

②
　
所
得
把
握
の
制
度
の
向
上

　
番
号
を
使
う
こ
と
で
効
率
的
に

名
寄
せ
・
突
合
す
る
こ
と
が
可
能

と
な
る
た
め
、
所
得
の
把
握
が
容

易
に
な
る
。

③
　
災
害
時
に
お
け
る
活
用

　
例
）
災
害
時
要
援
護
者
リ
ス
ト

の
作
成
お
よ
び
更
新
、
災
害
時
の

本
人
確
認
、
医
療
情
報
の
活
用
、

生
活
再
建
へ
の
効
果
的
な
支
援
な

ど
が
考
え
ら
れ
る
。

④
　
自
己
の
情
報
や
必
要
な
お
知

　
ら
せ
等
の
情
報
を
自
宅
の
パ
ソ

　
コ
ン
等
か
ら
入
手
で
き
る

　
例
）
各
種
社
会
保
険
料
の
支
払

い
、
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
た
際
に
支

払
っ
た
費
用
の
確
認
、
制
度
改
正

等
の
お
知
ら
せ
、
確
定
申
告
等
の

行
う
際
に
参
考
と
な
る
情
報
の
確

認
な
ど
が
で
き
る
よ
う
に
な
る
。

⑤
　
事
務
・
手
続
の
簡
素
化
、
負

　
担
軽
減

　
所
得
証
明
や
住
民
票
の
添
付
省

略
、
医
療
機
関
に
お
け
る
保
険
資

特
定
社
会
保
険
労
務
士　

小　
島　
信　
一

四氏が表彰の栄誉に輝く

謹
賀
新
年

東北六県法人会連合会会長表彰 大河原税務署長表彰

佐藤義信氏 永井政雄氏春日部泰昭氏 庄司清一氏

個人番号
法人番号

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
法
が
施
行
さ
れ
る
と

税
・
社
会
保
険
の
実
務
は
ど
う
変
わ
る
の
か
？
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「
給
与
所
得
の
源
泉
徴
収
票
」「
報

酬
、
料
金
、
契
約
金
及
び
賞
金
の

支
払
調
書
」
と
い
っ
た
法
定
調
書

に
個
人
番
号
を
記
載
し
た
上
で
、

税
務
署
に
提
出
し
ま
す
。

　
ま
た
、
年
金
、
健
康
保
険
、
雇

用
保
険
な
ど
の
各
種
社
会
保
障
手

続
に
お
い
て
、
従
業
員
か
ら
個
人

番
号
を
記
載
し
た
申
請
書
な
ど
を

受
け
取
り
、
日
本
年
金
機
構
や
健

康
保
険
組
合
な
ど
へ
提
出
し
ま
す
。

●
今
後
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

　
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
法
は
、
平
成
25

年
５
月
31
日
に
公
布
さ
れ
ま
し
た
。

そ
の
後
、
本
年
１
月
１
日
に
は
特

定
個
人
保
護
委
員
会
が
設
置
さ
れ

る
な
ど
、
準
備
は
着
々
と
進
ん
で

い
ま
す
。

　
今
後
は
、
平
成
27
年
10
月
を
め

ど
に
個
人
番
号
が
各
市
区
町
村
か

ら
通
知
さ
れ
、
平
成
28
年
１
月
を

め
ど
に
個
人
番
号
の
利
用
が
開
始

さ
れ
る
予
定
で
す
。

　
な
お
、
番
号
通
知
の
方
法
で
す

が
、
郵
送
で
、
住
民
票
の
あ
る
住

所
に
「
通
知
カ
ー
ド
」
に
よ
っ
て

行
わ
れ
ま
す
。

　
一
方
、
法
人
番
号
は
平
成
27
年

10
月
以
降
、
書
面
に
よ
り
国
税
庁

長
官
か
ら
通
知
さ
れ
る
予
定
で
す
。

　

ま
た
、
法
人
番
号
は
ホ
ー
ム

●
人
事
給
与
、
経
理
関
係
の
部
署

　

社
員
の
所
得
税
の
源
泉
徴
収
、

住
民
税
の
特
別
徴
収
、
社
会
保
険

料
（
健
康
保
険
、
厚
生
年
金
、
介

護
保
険
、
雇
用
保
険
）
の
納
付
、

被
保
険
者
資
格
及
び
給
付
に
関
す

る
申
請
や
異
動
等
に
関
す
る
届
出

に
お
い
て
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
を
利
用

し
ま
す
。

　
以
上
、
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
法
に
つ

ペ
ー
ジ
で
公
開
さ
れ
る
よ
う
に
な

り
ま
す
。

●
実
務
上
の
留
意
点

　

ま
ず
は
、
自
社
の
マ
イ
ナ
ン

バ
ー
対
応
範
囲
と
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

を
確
認
し
ま
す
。

　
人
事
・
労
政
、
経
理
な
ど
は
当

然
と
し
て
、
営
業
の
部
署
は
ど
う

で
し
ょ
う
か
。

　
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
は
顧
客
や
個
人

の
取
引
先
な
ど
か
ら
も
番
号
を
取

得
す
る
必
要
が
あ
る
た
め
、
番
号

に
つ
い
て
関
わ
る
関
係
部
署
は
ど

こ
な
の
か
、
を
確
認
し
ま
す
。

　
次
に
、
社
員
に
対
す
る
教
育
・

研
修
が
必
要
に
な
る
で
し
ょ
う
。

　
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
の
概
要
は
、

全
社
的
に
周
知
徹
底
し
て
お
く
べ

き
で
す
。

　
な
ぜ
な
ら
、
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
法

は
、
す
べ
て
の
民
間
企
業
に
対
し

て
、
特
定
個
人
情
報
（
マ
イ
ナ
ン

バ
ー
の
つ
い
た
個
人
情
報
）
の
取

扱
い
に
関
す
る
管
理
義
務
を
置
い

て
い
ま
す
。

　
そ
し
て
、
漏
え
い
等
し
た
場
合

の
罰
則
が
か
な
り
厳
し
い
も
の
に

な
っ
て
い
る
か
ら
で
す
。

　
個
人
情
報
保
護
法
よ
り
も
情
報

の
管
理
等
が
厳
格
で
あ
る
こ
と
に

留
意
が
必
要
で
す
。

法律名 条文番号 届出事項

健康保険法 48条 被保険者の資格取得、喪失、報酬月額お
よび賞与額に関する事項

厚生年金保険法 27条 被保険者の資格取得、喪失、報酬月額お
よび賞与額に関する事項

雇用保険 7条 被保険者の資格取得および喪失

所得税法 225条

利子所得、配当所得に関する支払調書、
報酬、料金、契約金、利子等に関する支
払調書、損害保険・生命保険の保険金給
付に関する支払調書、不動産等の譲渡対
価・貸付斡旋手数料の支払調書など

国外送金等
支払調書法 4条1項 国外送金等支払調書

格
の
確
認
の
簡
素
化
、
法
定
調
書

の
提
出
に
係
る
事
業
者
負
担
の
軽

減
な
ど
が
考
え
ら
れ
る
。

⑥
　
医
療・介
護
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

　
継
続
的
な
健
康
情
報
・
予
防
接

種
履
歴
の
確
認
、
乳
幼
児
健
康
診

断
履
歴
の
継
続
的
把
握
に
お
け
る

児
童
虐
待
の
早
期
発
見
、
難
病
等

へ
の
医
学
研
究
に
お
い
て
、
継
続

的
で
正
し
い
デ
ー
タ
の
蓄
積
が
可

能
、
地
域
が
ん
登
録
等
に
お
け
る

患
者
の
予
後
の
追
跡
が
容
易
に
な

る
、
各
種
行
政
手
続
に
お
い
て
診

断
書
添
付
の
省
略
、
年
金
手
帳
、

医
療
保
険
証
、
介
護
保
険
証
の
一

元
化
な
ど
が
で
き
ま
す
。

　
以
上
が
大
綱
で
記
載
さ
れ
た
今

後
実
現
し
た
い
こ
と
で
す
。

　
た
だ
、
こ
れ
ら
は
す
ぐ
に
で
き

る
も
の
と
、
法
改
正
が
必
要
な
も

の
も
あ
る
た
め
、
今
後
少
し
ず
つ

取
扱
い
が
変
わ
っ
て
く
る
よ
う
に

な
り
ま
す
。

　
当
面
は
、
⑤
の
行
政
事
務
効
率

化
が
始
ま
っ
て
行
き
ま
す
。

●
民
間
事
業
者
（
企
業
）
が
個
人

　
番
号
を
利
用
す
る
場
面

　
民
間
事
業
者
（
企
業
）
は
、
従

業
員
・
顧
客
・
株
主
な
ど
か
ら
、

個
人
番
号
（
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
）
を

記
載
た
書
面
な
ど
を
受
け
取
り
、

い
て
個
人
番
号
中
心
に
見
て
き
ま

し
た
が
、
法
人
番
号
利
用
に
つ
い

て
の
視
点
も
考
慮
し
て
お
く
と
い

い
で
し
ょ
う
。

　
１
つ
の
法
人
に
１
つ
の
番
号
が

付
番
さ
れ
る
の
で
す
か
ら
、
法
人

情
報
の
名
寄
せ
・
突
合
を
効
率
的

に
行
う
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な

り
ま
す
し
、
Ｅ
Ｄ
Ｉ
（
電
子
デ
ー

タ
交
換
）
取
引
等
で
活
用
で
き
る

こ
と
が
期
待
さ
れ
て
い
ま
す
。

平
成
二
七
年
度
税
制
改
正
に
関
す
る
提
言
《
要
約
》
⑵　
事
業
者
の
事
務
負
担
、
税
制
の
簡
素
化
に
つ
い
て

●
当
面
（
10
％
程
度
ま
で
は
）
単
一
税
率
と
す
る
。

⑶　
税
の
滞
納
対
策
に
つ
い
て

●
滞
納
防
止
に
向
け
て
、
制
度
、
執
行
面
に
お
い
て
実

効
性
の
あ
る
対
策
の
実
施
。

３
．
財
政
健
全
化
に
向
け
て

⑴　
財
政
健
全
化
の
達
成
に
向
け
て

●
聖
域
な
き
歳
出
削
減
が
不
可
欠
で
あ
、
各
歳
出
分
野

に
削
減
目
標
を
定
め
、
必
要
な
具
体
策
と
工
程
表
を

明
示
し
着
実
に
実
行
。

⑵　
消
費
税
の
更
な
る
引
上
げ
に
つ
い
て

●
財
政
健
全
化
の
阻
害
要
因
と
な
ら
な
い
よ
う
に
十
分

注
意
。

⑶　
国
債
へ
の
対
応

●
市
場
の
動
向
を
踏
ま
え
た
細
心
の
財
政
運
営
の
実

施
。

４
．
行
政
改
革
の
徹
底

⑴　
国・地
方
に
お
け
る
議
員
定
数
の
削
減
、
歳
費
の
抑
制
。

⑵　
国
・
地
方
公
務
員
の
人
員
削
減
、
賃
金
体
系
の
見
直
し

に
よ
る
人
件
費
の
抑
制

⑶　
特
別
会
計
と
独
立
行
政
法
人
の
無
駄
の
削
減
。

⑷　
積
極
的
な
民
間
活
力
の
導
入
。

５
．
共
通
背
番
号
制
度
に
つ
い
て

●
国
民
の
利
便
性
の
向
上
と
国
民
へ
の
周
知
・
定
着
の

取
組
。

●
個
人
情
報
漏
洩
、
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
保
護
等
の
適
切
な

運
用
及
び
コ
ス
ト
意
識
の
自
覚
。

６
．
今
後
の
税
制
改
革
の
あ
り
方

●
経
済
社
会
の
大
き
な
構
造
変
化
に
対
応
し
た
視
点
等

を
踏
ま
え
、
税
制
全
体
を
抜
本
的
に
見
直
し
。

Ⅱ　
経
済
活
性
化
と
中
小
企
業
対
策

１
．
法
人
税
率
の
引
き
下
げ

⑴　
法
人
実
効
税
率
20
％
台
の
実
現
。

⑵　
代
替
財
源
に
お
い
て
は
、
中
小
企
業
に
十
分
配
慮
す
る

こ
と
。

《
基
本
的
な
課
題
》

Ⅰ　
社
会
保
障
と
税
の
一
体
改
革
と
今
後
の
あ
り
か
た

１
．
社
会
保
障
制
度
の
あ
り
方
に
対
す
る
基
本
的
な
考
え
方

　
社
会
保
障
給
付
の
急
速
な
増
大
が
不
可
避
で
あ
る
こ
と

か
ら
、
給
付
の
「
重
点
化
・
効
率
化
」
に
よ
る
抑
制
化
の

推
進
に
向
け
た
改
革
の
提
言

⑴　
年
金
に
つ
い
て

●
マ
ク
ロ
経
済
ス
ラ
イ
ド
の
厳
格
な
適
用
、
支
給
開
始

年
齢
の
引
上
げ
、
高
所
得
者
の
年
金
給
付
の
削
減
。

⑵　
医
療
に
つ
い
て

●
大
胆
な
規
制
改
革
、
診
療
報
酬
体
系
の
見
直
し
、
後

発
医
薬
品
の
使
用
促
進
に
よ
る
給
付
の
抑
制
。

⑶　
介
護
保
険
に
つ
い
て
。

●
真
に
介
護
の
必
要
な
も
の
と
そ
う
で
な
い
者
と
に
メ

リ
ハ
リ
を
つ
け
た
給
付
へ
の
見
直
し
。

⑷　
生
活
保
護
に
つ
い
て

●
給
付
水
準
の
あ
り
方
の
見
直
し
、
不
正
受
給
の
防
止

等
。

⑸　
少
子
化
対
策
に
つ
い
て

●
保
育
所
の
整
備
等
現
物
給
付
へ
の
シ
フ
ト
。

２
．
消
費
税
率
引
き
上
げ
に
伴
う
対
応
措
置

⑴　
消
費
税
の
さ
ら
な
る
引
上
げ
対
応
に
つ
い
て

●
中
小
企
業
が
適
正
に
価
格
転
嫁
で
き
る
よ
う
に
、
実

効
性
の
高
い
対
策
の
実
施
。

風間白石市長へ提言書の交付 安藤白石市議会副議長へ提言書の交付

○
ま
だ
道
半
ば
。

　
　
　
国
・
地
方
と
も
聖
域
な
き
行
財
政
改
革
の
推
進
を
！

○
厳
し
い
経
営
実
態
を
踏
ま
え
、

　
　
　
中
小
企
業
の
活
性
化
を
図
る
税
制
を
！

○
法
人
の
実
効
税
率
を
20
％
台
に
引
き
下
げ
、

　
　
　
軽
減
税
率
も
15
％
の
本
則
化
と
す
る
見
直
し
を
！

○
本
格
的
な
事
業
承
継
税
制
を
確
立
し
、

　
　
　
地
域
経
済
を
支
え
る
中
小
企
業
に
配
慮
を
！

■
平
成
二
七
年
度
税
制
改
正
ス
ロ
ー
ガ
ン

場　所：白石市市役所応接室　　　交付日：平成 26 年 11 月 26 日（水）

風間白石市長及び安藤白石市議会副議長へ当会副会長佐藤義信より
「平成27年度生成改正に関する提言書」を交付
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事業報告（平成26年８月～12月）

●税知識の普及等を図るため、改正税法説明会、新設法人説明会等を実施

会社設立に伴い、法人税、源泉所得税、
消費税等様々な税金が関係します。

【青年部会・租税教室模様】
皆さんのお小遣いからも、
税金は払われていますヨ。

H26税制改正で、法人税、所得税、
資産税、消費税、相続税、贈与税
等が改正されています。

相続税、贈与税がH27 年１月１日よ
り変更となります。注意してください。

【改正税法説明会】
・実施日：平成26年９月17日
・場　所：仙南建設会館（大河原町）
・講　師：及川辰也氏（法人課税第一部門上席調査官）
・参加者：28名

１．税務知識普及・納税意識高揚事業

会員及び一般に向けて税知識の普及、納税意識の高揚を図るため各種イベントを実施

２
．
中
小
企
業
の
活
性
化
に
資
す
る
税
制
措
置

⑴　
中
小
企
業
の
軽
減
税
率
の
15
％
本
則
化
と
適
用
所
得
金

額
の
引
き
下
げ
。

⑵　
中
小
企
業
の
経
済
活
性
化
措
置
に
つ
い
て
。

●
中
小
企
業
投
資
促
進
税
制
の
対
象
設
備
の
拡
充
。

●
少
額
減
価
償
却
資
産
の
取
得
価
格
に
お
け
る
損
金
算

入
の
特
例
の
損
金
算
入
上
限
額
（
３
０
０
万
円
）
の

撤
廃
。

３
．
事
業
承
継
税
制
の
拡
充

⑴　
相
続
税
・
贈
与
税
の
納
税
猶
予
制
度
の
要
件
緩
和
と
充

実
。●

株
式
総
数
上
限
（
３
分
の
2
）
の
撤
廃
と
納
税
猶
予

割
合
（
80
％
）
の
引
上
げ
（
１
０
０
％
）。

●
死
亡
時
に
お
け
る
株
式
の
所
有
の
猶
予
税
額
の
免
除

の
見
直
し

●
対
象
会
社
規
模
の
拡
大
。

⑵　
親
族
外
へ
の
事
業
承
継
に
対
す
る
措
置
の
充
実
。

⑶　
事
業
用
資
産
を
一
般
資
産
と
切
り
離
し
た
事
業
承
継
税

制
の
創
設
。

Ⅲ　
国
と
地
方
の
あ
り
方

地
方
の
自
立
・
自
助
の
体
質
構
築
に
つ
い
て

⑴　
道
州
制
の
導
入
・
市
町
村
合
併
の
推
進
に
よ
る
広
域
行

政
に
よ
る
効
率
化
。

⑵　
「
事
業
仕
分
け
」
的
手
法
の
導
入
に
よ
る
地
方
の
行
政

改
革
推
進
。

⑶　
地
域
の
民
間
企
業
の
実
態
に
準
拠
し
た
給
与
体
系
へ
見

直
し
に
よ
る
地
方
公
務
員
給
与
の
是
正
。

⑷　

地
方
議
会
の
ス
リ
ム
化
、
チ
ェ
ッ
ク
。
機
能
の
強
化
、

と
行
政
委
員
会
委
員
の
報
酬
の
日
当
制
の
導
入
。

Ⅳ
震
災
復
興

●
復
興
事
業
の
予
算
を
適
正
か
つ
迅
速
な
執
行
に
よ
る

被
災
地
の
復
興
の
促
進
。

●
原
発
事
故
へ
の
対
応
を
含
め
た
適
正
な
支
援
の
継

続
。

●
被
災
地
の
企
業
の
定
着
・
雇
用
促
進
に
向
け
て
、
実

効
性
の
あ
る
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

《
税
目
別
の
具
体
的
意
見
》

１
．
法
人
税
関
係　

・
役
員
給
与
の
損
金
算
入
の
拡
充
。

２
．
所
得
税
関
係

⑴　
所
得
税
の
あ
り
方
。

●
基
幹
税
と
し
て
の
財
源
調
達
機
能
の
回
復
。

●
各
種
控
除
制
度
の
見
直
し
。

●
個
人
住
民
税
の
均
等
割
の
見
直
し
。

⑵　
少
子
化
対
策
。

３
．
相
続
税
・
贈
与
税
関
係

⑴　
相
続
税
の
負
担
営
率
は
、
先
進
主
要
国
並
み
で
あ
る
こ

と
か
ら
の
こ
れ
以
上
の
負
担
強
化
の
は
し
な
い
。

⑵　
贈
与
税
の
経
済
活
性
化
に
向
け
た
見
直
し
。

●
贈
与
税
の
基
礎
控
除
の
引
き
上
げ
。

●
相
続
時
精
算
課
税
制
度
の
特
別
控
除
額
の
引
き
下

げ
。

　４
．
地
方
税
関
係

⑴　
固
定
資
産
税
の
抜
本
的
見
直
し
。

●
収
益
性
を
考
慮
し
た
商
業
地
用
宅
地
の
評
価
。

●
経
過
年
数
に
応
じ
た
居
住
用
家
屋
の
評
価
。

●
減
価
償
却
資
産
の
「
少
額
資
産
」
の
範
囲
を
、
国
税

の
中
小
企
業
の
少
額
減
価
償
却
資
産
（
30
万
円
）
ま

で
に
拡
大
。

●
土
地
の
評
価
の
一
元
化
。

⑵　
事
業
所
税
は
固
定
資
産
税
と
二
重
課
税
的
な
性
格
を
有

す
る
こ
と
か
ら
廃
止
。

５
．
そ
の
他

⑴　
配
当
に
対
す
る
二
重
課
税
の
見
直
し
。

⑵　
電
子
申
告
の
推
進
。

※　
詳
細
に
つ
い
て
は
、
法
人
会
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
ご
覧
く

だ
さ
い
。

　

わ
が
国
で
は
、
納
税
者
自
ら
が
自
分
の
所
得
や
税
額
を
計
算
し
て

納
付
す
る
（
自
主
申
告
納
税
制
度
）
を
採
用
し
て
お
り
ま
す
。

　
税
理
士
は
、
こ
の
よ
う
な
制
度
の
中
で
納
税
者
が
正
し
く
申
告
し
、

納
税
で
き
る
よ
う
に
、
独
立
し
た
公
正
な
立
場
で
依
頼
者
の
相
談
に

応
じ
た
り
、
申
告
書
類
の
作
成
指
導
や
税
務
代
理
な
ど
を
目
的
と
す

る
職
業
専
門
家
で
あ
り
ま
す
。

◆日　時　平成 27 年２月 23 日（月）10 時～ 15 時
◆場　所　各税理士事務所（※相談希望の方は平成 27 年２月 20 日までに、
　　　　　　　　　　　　　下記の事務局までご連絡下さい。）
◆内　容　所得税の確定申告相談、確定申告の作成指導、消費税等の税務相談
◆主　催　東北税理士会大河原支部
◆事務局　高橋武税理士事務所　℡ 0224-52-4503

税 理 士 記 念 日

無 料 相 談 会
　私たち税理士は、税理士法に基づき、社会奉仕活動の一環として、
小規模な事業者の皆さんたちが自分で申告書を作成できるように、
相談所を開設しております。

税
理
士
会
に
よ
る
無
料
相
談
所
と
は

【新設法人説明会】
・実施日：平成26年11月14日
・場　所：大河原コミュニティセンター
・講　師：藤原敏浩氏（法人課税第一部門統括調査官）
　　　　　及川辰也氏（法人課税第一部門上席調査官）
・参加者：10名

【仙南優法会との共催による税務講演会】
・実施日：平成26年11月13日
・場　所：和洋亭ぶざん（大河原町）
・講　師：藤原敏浩氏（法人課税第一部門統括調査官）
・テーマ：国税査察制度のあらまし及び相続税等の税制改正あらまし
・参加者：14名

【全国青年の集い（第28回）秋田大会】
・実施日：平成26年11月20日～21日
・場　所：秋田県民会館
・プレゼン：みやぎのキズナ（宮城県青連）

【租税教室】
・実施日：平成26年12月２日、５日、17日、18日、19日、平成27年１月27日
・場　所：丸森小、小原小、宮小、舘矢間小、船迫小、村田小
・講　師：青年部会、女性部会メンバー　　　・テーマ：税金について　　　・実施数：６小学校

【女性部会・租税教室模様】
このように安全・安心で暮らせ
るのも、税金を上手に使ってい
るからですよ。

租税教育活動プレゼンテー
ションの全国大会模様。
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【仙南ひまわり会講演会】
・実施日：平成26年11月８日
・場　所：しんきんホール（仙南信用金庫本店）
・講　師：辺　真一（コリア・レポート編集長）
・テーマ：アジアの風を読む　日本を取り巻く世界情勢
・参加者：280名

２．経営支援揚事業

企業経営の安定のために各種セミナー等を実施

４．会員交流

３．社会貢献事業

事業報告（平成26年８月～12月）

うまくかけているな～。
僕も応募してみよう！

適正な消費税の転嫁は、法律で保
護されています。困ったときは、
公取委等へ相談してみましょう。

【青年部会による税務講演】
・実施日：平成26年12月７日
・場　所：晴風荘新館（相馬市）
・講　師：横田事務局長
・テーマ：消費税の転嫁について　　・参加者：８名

【中小企業会計啓発・普及セミナー】
・実施日：平成26年10月６日
・場　所：仙南建設会館（大河原町）
・講　師：米田　正美氏（中小企業診断士　税理士）
・テーマ：企業の継続成長を目指す会計
・参加者：28名

【税のえはがきパネル展示会】
・実施日：①平成26年10月７日～15日
　　　　　②平成26年12月１日～５日
・場　所：①大河原税務署１Ｆ
　　　　　②村田小、村田第２小

ハラスメントは相手の受け取
り方により発生する雇用トラ
ブルです。日頃からのコミュ
ニケーションが大事です。

【移動講演会】
・実施日：平成26年11月19日
・場　所：旅館三治郎（遠刈田）
・講　師：大江　広満（社会保険労務士法人めぐみ事務所代表社員）
・テーマ：雇用トラブル対策セミナー「多様化する雇用トラブルへの対処方法」
・参加者：35名

地域社会の発展に貢献するための取組を実施

異業種交流による会員親睦

親善ゴルフ大会のチャリティ募金を寄付
致します。大いに活用してください。

【ボーイスカウトへの寄贈】
・実施日：平成26年10月16日
・場　所：仙南法人会事務室
・寄付先：ボーイスカウト仙南地区白石第１団
・寄贈品：キャンプ用テント

【女性部会による被災地視察復興応援・防災研修】
・実 施 日：平成26年11月21日
・場　　所：武田かまぼこ店（塩釜）
・活動内容：被災地支援と震災から学んだ防災の研修会
・参 加 者：13人

【女性部会による節電活動（いちごプロジェクト）】
・実 施 日：平成26年①８月11日、23日、②12月22日
・場　　所：①白石夏祭り会場、松ヶ丘河川公園（蔵王町）、
　　　　　　②スーパービック川崎店
・活動内容：①節電 PRのチラシ、うちわを配布
　　　　　　②防寒グッズを配布し、節電協力依頼
・参 加 者：300人

私が、優勝しました！
今日は、優勝目指して頑張るぞ～！
チャリティ基金にも協力を・・・。

【親善ゴルフ大会】
・実施日：平成26年９月24日	 ・場　所：表蔵王国際ゴルフクラブ
・参加者：31人	 ・その他：チャリティ募金を合わせて実施

震災の励ましの手紙や、メッセージ

パワハラ、セクハラ等のハラスメ
ントの雇用トラブルが増えてお
り、訴訟件数も増加しています。

中小企業の経営基盤強化に向けて、
事業計画やキャッシュフローの管
理が大切です。 日本を取り巻く世界情勢等について講演

東日本大震災当時の模様です。
常日頃からの防災意識が大切です。

【夏のPR活動】
暑いけど、地
球温暖化防止
のため、節電
協力お願いし
ます！

【冬の PR活動】
おばあちゃん、
節電に協力お
願 い し ま す。
寒いけど風邪
ひかないよう
にね！

9 8平成27年１月 ● 法人ニュース仙南　第44号 平成27年１月 ● 法人ニュース仙南　第44号



事業報告（平成26年８月～12月）

●各支部活動

名物こんにゃく食べて、
税金問題クリアしようゼイ！

あら、杉山愛チャンも税金の
宣伝してるの！

【丸森支部】
★丸森町商工会との合同講演会
・実施日：平成26年11月26日
・場　所：国民宿舎　あぶくま荘
・テーマ：医療格差とセカンドオピニオンの重要性
・講　師：吉居　真　氏（T-PEC認定アドバイザー）
・来場者：20名

【白石支部】
★白石農業祭における税の PR活動
・実施日：平成26年11月８日
・場　所：ホワイトキューブ
・来場者：300名

５．各支部活動

各支部における税の PR活動及び経営支援活動等

【川崎支部】
★川崎商工祭における税の PR活動
・実施日：平成26年10月19日
・場　所：国道286号沿い特設会場（川崎町）
・来場者：500名

【白石支部】
★パソコン教室
・実施日：平成26年11月20日、27日
・場　所：白石商工会議所
・来場者：10名

【村田支部】
★陶器市における税の PR活動
　（絵はがき展、税クイズコーナー他）
・実施日：平成26年10月17日
・場　所：相山タクシー
・来場者：250名

【角田支部】
★かくだふるさと夏まつりにおける税の PR
・実施日：平成26年８月14日
・場　所：仙台銀行駐車場
・来場者：300名

【柴田支部】
★しばた産業フェスティバルにおける税の PR
・実施日：平成26年10月19日
・場　所：船岡小学校校庭及び体育館
・来場者：200名

【大河原支部】
★オータムフェスティバルにおける税の PR活動
　（税クイズ抽選会）
・実施日：平成26年10月26日
・場　所：大河原町役場
・来場者：300名

【蔵王支部】
★産業まつりにおける税の PR活動等
・実施日：平成26年10月18日～19日
・場　所：蔵王町ございんホール
・来場者：250名

イチローもニューヨーク
から駆け付けたゼイ！

６．各種会議等

事業運営のために各種会議において、議論を実施

【理事会（第２回）】
・実施日：平成26年８月21日
・場　所：和洋亭ぶざん（大河原町）

【総務委員会（第２回）】
・実施日：平成26年12月４日
・場　所：仙南法人会事務室

規程等の制定・改定及び役員の改選等について議論９件の審議事項５件の報告事項について付議しすべて了承された。

なるほど、意外と簡単便利だ！

なるほど、税金もちゃん
と払わないとネ・・・。

税金は、明るく住
みよい暮らしに使
われていますヨ！

税金問題クリアして、景
品をゲットしましょう！

①税務講習会
　・実施日‥平成26年９月18日
　・場　所‥開発センター
　・テーマ‥消費税転嫁について
　・講　師‥川田税理士
　・参加者‥７名

②租税教室
　・実施日‥平成26年11月13日
　・場　所‥開発センター
　・テーマ‥税務署の仕事
　・講　師‥日出山大河原
　　　　　　税務署長
　・参加者‥34名

９件の審議案件と５件の報告事項について付議し了承された 各種規程等の制定・改定及び役員の改選等について議論

高齢化社会では、健康管理が重要
です。特に経営者の皆様は、社員
を抱えているので、なおさらです。

大河原税務署長も来られ
ました。税金クイズで、
コーヒープレゼント！

【七ヶ宿支部】
★税の意識高揚を図るため、税務講習会や租税教室を実施
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事業報告（平成26年８月～12月）

福利厚生制度の充実等について議論会報「冬号」作成の内容等について議論

【広報委員会（第３回、４回）】
・実施日：平成26年11月４日、12月17日
・場　所：大河原駅前「オーガ」

【厚生委員会（第２回）及び福利厚生連絡協議会】
・実施日：平成26年11月19日
・場　所：仙南法人会事務室

会員増強の取組等について意見交換支部の事務処理等について打合せ

【支部担当者会議（第１回）】
・実施日：平成26年８月26日
・場　所：仙南法人会事務室

【東北税理士会大河原支部との連絡協議会】
・実施日：平成26年10月２日
・場　所：和洋亭ぶざん（大河原町）

主な事業の12月までの実施状況及び１月以降の予定
月 事　　　　　　　業 そ　　　の　　　他
4 ・第１回理事会
5 ・定時社員総会における記念講演会 ・定時社員総会、各支部・各部会総会

6
・わんぱく相撲大会
・法人税申告等に係る説明会（上期）
・社員教育セミナー（スマートホン・タブレット利活用講座）

・広報委員会
・税制委員会

7
・広報委員会
・厚生委員会
・事業委員会

8

・夏の節電啓発活動（女性部会）
・各支部における税のＰＲ活動（８月～ 11月）

・第２回理事会
・広報誌発行「夏号」
・総務委員会
・組織委員会
・支部担当者会議

9 ・改正税法説明会
・親善ゴルフ大会

■会員増強特別運動（９月～ 12月）

10
・税に関する絵はがきパネル展示（大河原税務署）
・中小企業会計啓発・普及セミナー
・ボーイスカウトへの寄贈

・東北税理士大河原支部との連絡協議会

11

・仙南ひまわり会講演会
・移動講演会（雇用トラブル対策セミナー）
・新設法人説明会
・年末調整説明会
・Ｈ２７税制改正要望陳情（白石市、白石市議会）
・税務講演会（仙南優法会共催）
・青年の集い秋田大会（青年部会）

■税を考える週間（11月11日～17日）
・厚生委員会
・広報委員会

12

・被災地視察復興応援・防災研修（女性部会）
・税務講演会（青年部会）
・税に関する絵はがきパネル展示（村田小、村田第２小）
・租税教室（丸森小、小原小、宮小、舘矢間小、船迫小）
・冬の節電啓発活動（女性部会）

・総務委員会
・事業委員会
・広報委員会

1
・租税教室（村田小）
・法人税申告等に係る説明会（下期）
・理事会開催時における大河原税務署長講演会

・第３回理事会
・広報誌発行「冬号」

2 ・税に関する絵はがき選考会
・特別講演会（青年部会主催）

3 ・第４回理事会

お　知　ら　せ
●相続税が平成27年１月１日より改正となっています。
　・相続税の基礎控除額が、大幅に引き下げられ、税率も変更となっていますので、取扱いに注意願います。
　　詳細は最寄りの税務署又は国税局のホームページ等をご覧ください。
●交際費等の損金算入制度が、平成26年４月１日以後開始の事業年度から改正となっています。
　・交際費の損金算入が緩和されています。詳細は最寄りの税務署又は国税局のホームページ等をご覧ください。

【福利厚生商品説明会】
・実施日：平成26年11月19日　　　・場　所：旅館三治郎
・説明者：大同生命保険㈱（北條課長）、ＡＩＵ損保㈱（新庄社員）、アフラック（土井支社長補佐）

大同生命保険㈱ ＡＩＵ損保㈱ ア フ ラ ッ ク

【組織委員会（第１回）】
・実施日：平成26年８月27日
・場　所：和洋亭ぶざん（大河原町）

【事業委員会（第２回）】
・実施日：平成26年12月４日
・場　所：大河原町商工会

協賛金の取扱、下期事業計画について議論会員増強施策について議論

移動講演会における各受託会社（保険事業者）の商品案内
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給与所得がある大部分の方は、年末調整により所得税及び復興特別所得税が精算されるため、確定申告は不
要です。
ただし、給与所得者でも確定申告をしなければならない場合や、確定申告をすると源泉徴収された所得税及

び復興特別所得税が還付される場合があります。
平成26年分の所得税及び復興特別所得税の確定申告の相談及び申告書の受付は、平成27年２月16日(月)から

同年３月16日(月)までです。還付申告については、平成27年２月15日（日）以前でも行えます。
税務署の閉庁日（土・日曜・祝日等）は、税務署では相談及び申告書の受付を行っておりませんが、平成27年

２月22日（日）及び３月１日（日）において、下記の税務署等（仙台国税局管内）では、閉庁日対応を実施いたしま
す。
　・閉庁日対応を実施する税務署等
　　⑴青森、盛岡、仙台北、仙台中、石巻、山形、福島、、郡山、いわき及び相馬税務署
　　⑵仙台北、仙台中及び仙台南税務署の合同会場
　　⑶秋田南及び秋田北税務署の合同会場
　　　※　詳細については、最寄りの税務署へ連絡お願います。

　次の計算において残額があり、さらに①から⑥のいずれかに該当する方は、所得税及び復興特別所得税の確
定申告が必要です。

給与所得者で確定申告の必要がない方でも、次のような場合で、源泉徴収された税金が納め過ぎになってい
る場合には、還付を受けるための申告（還付申告）により税金が還付されます。
①　災害や盗難、横領により住宅や家財などの資産に受けた損害などについて雑損控除を受ける場合
②　病気やけがなどで支払った多額の医療費について医療費控除を受ける場合
③　家屋を住宅借入金等で新築や購入、増改築等をして、（特定増改築等）住宅借入金等特別控除を受ける場

　　　合など

所得税及び復興特別所得税の確定申告は、毎年１月１日から12月31日までの１年間に生じた全ての所得の金
額とそれに対する所得税及び復興特別所得税の額を計算し、申告期限までに確定申告書を提出して、源泉徴収
された税金や予定納税で納めた税金などとの過不足を精算する手続です。
※　日本国内に住所を有しているか、又は現在まで引き続いて１年以上居所を有している方（居住者）のう

　　ち非永住者以外の方は、所得が生じた場所が国の内外を問わず、その全ての所得について所得税及び復興
　　特別所得税を納める義務があります。
※　平成25年分から平成49年までの各年分については、復興特別所得税を所得税と併せて申告・納付するこ

　　ととされています。
復興特別所得税は、平成25年分から平成49年分までの各年分の基準所得税額に2.1％の税率を乗じて計

　　算します。
また、平成25年１月１日から平成49年12月31日までの間に生ずる所得については、源泉所得税の徴収

　　の際に復興特別所得税が併せて徴収されています。

所得税及び復興特別所得税の確定申告書の作成に当たっては、「復興特別所得税額」欄の記載漏れのないよう
ご注意ください。
※　還付申告の方も含め、申告される全ての方について「復興特別所得税額」欄の記載が必要となります。

※　給与所得者で確定申告の必要がない方が還付申告をする場合は、その他の各種の所得（退職所得を除く。）
　　も申告が必要です。
※　それぞれの控除の適用を受けるための要件や必要な添付書類等を事前にご確認ください。
※　国税還付金の受取りは、口座振込をご利用ください。

①　給与の収入金額が 2,000 万円を超える
②　給与を１か所から受けていて、各種の所得金額（給与所得、退職所得を除く）の合計額が 20万円を超える
③　給与を２か所以上から受けていて、年末調整をされなかった給与の収入金額と、各種の所得金額（給与所得、
退職所得を除く）との合計額が 20万円を超える

　　※　給与所得の収入金額の合計額から、所得控除の合計額（雑損控除、医療費控除、寄附金控除及び基礎
　　　控除を除く）を差し引いた残りの金額が 150万円以下で、さらに各種の所得金額（給与所得、退職　
　　所得を除く）の合計額が 20万円以下の方は、申告は不要です。

④　同族会社の役員やその親族の方などで、その同族会社からの給与のほかに、貸付金の利子、店舗・工場な
どの賃貸料、機械・器具の使用料などの支払を受けた

⑤　給与について、災害減免法により所得税及び復興特別所得税の源泉徴収税額の徴収猶予や還付を受けた
⑥　在日の外国公館に勤務する方や家事使用人の方などで、給与の支払を受ける際に所得税及び復興特別所得
税を源泉徴収されないこととなっている

　　確定申告による所得税及び復興特別所得税の納期限は平成27年３月16日( 月 ) です。納期限までに、現金
に納付書を添えて金融機関（日本銀行歳入代理店）又は住所地等の所轄税務署の納税窓口で納付してください。
納付書は税務署又は所轄税務署管内の金融機関に用意してあります。

　　なお、金融機関に納付書がない場合には、所轄税務署にご連絡ください。 
　　その他、期限内申告に係る所得税及び復興特別所得税については、指定した金融機関の口座から自動的に
納税額が引き落とされる振替納税が利用できます。大変便利ですので是非ご利用ください。

（注）１　申告書の提出後に、納付書の送付や納税通知等による納税のお知らせはありません。
　　２　納付が法定納期限（平成27年３月16日（月））に遅れた場合又は残高不足等により口座振替ができなかっ
　　た場合には、法定納期限の翌日から納付日までの延滞税を併せて納付する必要があります。

各種所得の合計額（譲渡
所得や山林所得を含む）
から、所得控除を差し引
いて、「課税される所得
金額」を求めます。

「課税される所
得金額」に所得
税の税率を乗じ
て、「所得税額」
を求めます。

「所得税額」から、配当
控除額と年末調整の際に
控除を受けた（特定増改
築等）住宅借入金等特別
控除額を差し引きます。

計
　
算
　
式

確定申告が必要な方

確定申告をすれば税金が戻る方

所得税及び復興特別所得税の確定申告とは…

復興特別所得税の記載漏れにご注意ください

税に関する情報は国税庁ホームページへ　www.nta.go.jp

「確定申告書等作成コーナー」で!!
便利な申告書の作成は国税庁ホームページの

画像の案内に従って金額等を入力すれば、税額な
どが自動計算され、所得税及び復興特別所得税、消
費税及び地方消費税の確定申告や青色申告決算書な
どを作成できます。
また、作成したデータは、「ｅ－Ｔａｘ（電子申告）」
を利用して提出できます。
※ｅ－Ｔａｘの利用に際しては、電子証明書の取
得（手数料が必要です。）ＩＣカードリーダーライタ
の購入などの事前準備が必要です）

税だより

給与所得者の確定申告について
（確定申告が必要な場合及び還付となる場合の周知）

税務署

又は

e-Taxでデータ送信

書面で提出
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受付時間/9:00～17:00（土日祝日除く）
法人会フリーダイヤル ０１２０-876-505
〒980-6122 宮城県仙台市青葉区中央1-3-1　アエル22F
仙台総合支社

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォントを
採用しています。

環境に優しい植物油インキを
使用しております。 16平成27年１月 ● 法人ニュース仙南　第44号


